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ターゲット

及び

ターゲット

を取り巻く現状



経済的支援等が必要なのに、

支援の情報が入手できていないひとり親

ターゲット



▍ひとり親世帯の現状

日本で、20歳までの子どもがいる、ひとり親の世帯数は

約135万世帯 (母子世帯120万世帯、父子世帯15万世帯）

母子世帯では、ひとり親本人の平均年収272万円

出典：厚生労働省「令和３年度全国ひとり親世帯等調査」

経済的に困窮している

世帯が多い

＝「貧困の連鎖」

につながりやすい



ひとり親の母は、共働きの母に比べて仕事時間が約100分長く、

家事・育児時間が約100分短い

ひとり親になったことを契機に転職した割合は51.5%

時間的にも精神的にも余裕がない

総務省統計局「令和３年社会生活基本調査」より作成

234

169

64

34

273

389

睡眠・食事等 家事 育児 仕事 余暇その他

ひとり親の母
（有業）

共働きの母

1日の生活時間（週平均）

▍ひとり親世帯の現状

出典：「令和５年度岐阜市ひとり親家庭等生活実態調査」



▍社会的な動き

R6.6 議員立法により、こどもの貧困に関する法律が改正

「こどもの貧困の解消に向けた

   対策の推進に関する法律」
「子どもの貧困対策の推進に関する法律」

国もこどもの貧困解消に注力、社会的機運の高まり

市町村としても、”貧困の連鎖を断ち切る”ため、

ひとり親世帯に対しての支援策の充実が必要



▍岐阜市のひとり親施策

岐阜市内の経済的支援が必要なひとり親家庭は、約2,800世帯

         （児童扶養手当の受給資格がある世帯数）

予算編成方針において、

「困難を抱える母子、

父子の課題解決」

は重要施策と位置付け

「ひとり親家庭の自立」

の実現を目指す



岐阜市でおこなっているひとり親家庭への支援の例

「こどもファースト」の

方針で充実の施策！
・児童扶養手当
・ひとり親家庭等医療費助成

手当・助成

仕事

・自立支援教育訓練給付金
・高等職業訓練促進給付金

子どもの学習

・幼児教育、保育の無償化
・小中学校就学援助

学習支援

・寄り添い型学習支援等事業

住居

・母子および父子世帯向け
市営住宅

保育援助等

・放課後児童クラブ
・子育て短期支援事業

貸付

・母子父子寡婦福祉資金
・育英資金



▍テーマ選定の背景

出典：「令和５年度岐阜市ひとり親家庭等生活実態調査」

施策充実の一方で、各種支援策について、

「制度を知らない」層が約40％近くを占める

支援が必要な世帯に

情報が行き届いていない

のではないか

問題の所在

But



（参考：令和6年第3回(6月)定例会 （にじ）原 菜穂子 議員 質疑より）

（前略）現在市民課及び各事務所でお渡ししている離婚届の用紙に養育費の取決
めに関するチラシを挟み込み、用紙を配布するタイミングで養育費取決めの必要
性を促しているほか、 （・・中略・・）広く情報提供に努めてまいりたいと考え

ております。（・・中略・・）さらに、離婚届の受付窓口である市民課及び
各事務所へ離婚に関する相談者が訪れた際には、子ども支援課
での相談事業を案内していただくよう連携を強化してまいります

(前略）１つ目は、離婚届を受理する部署とひとり親世帯を支援
する部署の連携を密にすることです。２つ目は、岐阜市で行っている養

育費取り決め支援事業の実績と制度の認知についてです。調査結果を見ると、事業
を「利用したことがある」との回答が、ほかの制度と比べても一番低くなってお

り、なおかつ「制度を知らない」という回答が４４．１％と高い
です。制度を知らないことが利用実績につながっていることも考えられます。

もっと周知することが求められると思いますが、見解をお尋ねします。
原 菜穂子 議員

岐阜市



理想状態と

現状の比較
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ひとり親が積極的に行動・相談しなくとも、

気軽に支援等の情報が得られる状態

理想状態

ひとり親が積極的に行動・相談しなくとも、

気軽に支援等の情報が得られる状態

仕事

将来勉
強

子どもの進学

お金

調べる時間や
余裕もない

困っている
けど情報がない

忙しくても気軽に
情報収集できる！

制度を認知→利用してもらい、

1人でも多くの「自立」を目指す



現状の取組

・専門相談員の配置（２名）

・ひとり親家庭等ガイドブック等の作成・配布

・委託先によるプッシュ型発信（LINE）

・離婚届配布時に養育費取り決めや面会交流についてのチラシ挟み込み
・離婚届受理時に、子ども支援課を案内
・未婚の出生届受理時に、子ども支援課を案内
・死別の場合の手続きを「おくやみハンドブック」に掲載

なぜ、情報が行き届かないのか？

今年度改訂予定

・専門相談員の配置（２名）

・ひとり親家庭等ガイドブック等の作成・配布

・委託先によるプッシュ型発信（LINE）

・離婚届配布時に養育費取り決めや面会交流についてのチラシ挟み込み

・離婚届受理時に、子ども支援課を案内

・未婚の出生届受理時に、子ども支援課を案内

・死別の場合の手続きを「おくやみハンドブック」に掲載



▍ひとり親（団体）の声

・ガイドブックを知らない人が多い（配布を頼まれれば団体で行うので声をかけてほしい）

・PDFでHPに掲載されているが、PDF内の文書はスマホで検索できない

・HPに支援策の名前だけ羅列されていても情報が入ってこない、

・アンケートシステム（枚方市）や児童扶養手当のシミュレーション（名古屋市）があるといい

・窓口は冷たく感じる時が多く、団体が開催する交流会の方が相談しやすい

・結局、スマホで検索できるのが一番良い。

ひとり親家庭を

独自に支援

する団体が、

県内に複数存在



（現在の岐阜市HP）

施策名が羅列されており、

一つ一つクリックして確認する

必要がある

ガイドブックはPDF形式
（単語検索等がスマホでは  

難しい）



現在の情報入手経路は、

市役所の窓口が65.6％で、

圧倒的に高い

出典：「令和５年度岐阜市ひとり親家庭等生活実態調査」

時間・余裕がなくて窓口
にいけない人が存在

（調査に寄せられた意見抜粋）
・毎年窓口に行くのが負担
・平日は相談に行けない
・土日にも相談しやすいサービスを
・制度・サポートの見やすい一覧を

▍現在の情報認知経路

また、窓口での相談を避ける層も
一定数存在（ひとり親の声より）

But



ひとり親は、スマホ検索等で気軽に情報を得られる  

ことを望んでいる

・現状では窓口での相談が認知経路の第１位

・一方で窓口に行けない人、行きたくない人が存在

・紙媒体の周知資料は整っているが、電子媒体で情報を

入手しづらい

（まとめ）理想と現状のギャップ



03 提案する施策



PROPOSAL
PROPOSAL

情報発信方法の変革

ホームページの抜本的改革（スマホで簡単検索）

提案する施策



▍ホームページの抜本的改革

ひとり親は、

  スマホ検索で気軽に情報を得られる

   ことを望んでいる

自身に必要な情報が手に入れやすい

   ホームページを新たに整備



従来の一方的な情報発信ではなく、ひとり親が自身の現状を入力等すると、

個別最適化された情報が手に入れられるものに

新ホームページのコンセプトイメージ

（仮称）岐阜市ひとり親支援HP
新ガイドブックを

文字検索可能な状態で掲載

アンケート

システム

自立

シミュレーション

ひとり親

ガイドブック



（大阪府枚方市の実際の画面）

▍（コンテンツ①）アンケートシステム

選択肢を選んでいくと、個別最適化された支援・サービスが一覧化されるシステム

出典：枚方市ホームページ

自分に関係ある情報だけ取得でき、時短に

導入から2年足らずで

延べ1,500人が利用
（※枚方市のひとり親世帯数

約2,900）



▍（コンテンツ②）自立シミュレーション

本人たちが便利なだけでなく、

 岐阜市が目指す、

「ひとり親の自立」に

 つながるようなシミュレーション

ひとり親（団体）からの提案

「働き控え」に

つながる恐れあり

児童扶養手当等の
シミュレーションが
あるといい



自立シミュレーションの内容

入力項目 出力項目

• 月収

• 子どもの生年月日

• 家賃、駐車場代

• 食費、日用品等

• 公共料金

• 通信費

• 教育費

• 交通費

• 雑費（その他）

• 目指す資格（プルダウン選択）

• 現状の収支
• 制度を利用して、資格を勉強している

状況の収支
    利用する制度

    - 児童扶養制度

    - 高等職業訓練促進給付金

     （ひとり親家庭高等職業訓練促進貸付制度）

- 学費援助

- 市営住宅 など

• 最終的に就業した際の収支

（准）看護師、保育士、介護福祉士、理学療法士、

歯科衛生士、美容師、社会福祉士、調理師 等



4年後訓練中

出力イメージ（モデルケース）〜支援を知らなかった人が自立できたケース〜

30歳女性（子4歳）現職：パート

高等職業訓練促進給付金＋市営住宅の優先入居を利用し、

歯科衛生士を目指すケース

17.0万円
給料15万円、手当2万円

（うち児童扶養手当1万円）

15.3万円
給付金10万円、手当5.3万円
（うち児童扶養手当4.３万円 ）

25.0万円
給料24万 、手当１万円
（うち児童扶養手当0円 ）

収支大幅改善！

現  状

収 入

支 出
15.0万円
家賃1万円 、ほか食費等

17.5万円
家賃3万円 、ほか食費等

17.0万円
家賃3万円
ほか食費、水道光熱費、
通信費、交通費等

同水準で訓練可±0円 +0.3万円 +7.5万円

高等職業訓練促進給付金

市営住宅



PROPOSAL
PROPOSAL

提案する施策

情報発信方法の変革

ホームページの抜本的改革（スマホで簡単検索）

付随した取り組み
（市民課との連携、ひとり親支援団体との協働）



（R6.6 議会答弁より）

市民課・各事務所

との連携を強化して

対応する

▍新ホームページの周知

配布用の離婚届に

案内紙を追加で挟み込み

新HPのQRコード

子ども支援課相談員への
予約フォーム

市民課と連携



▍ひとり親支援団体との協働

窓口に行けない、相談しづらいという層が一定数存在する中、

・ひとり親家庭を独自に支援する団体が、県内に複数存在

・ひとり親や子どもが交流できる交流会も定期的に開催

・団体開催の交流会は相談しやすい雰囲気であるとの声がある

同じ境遇のひとり親同士が気軽に情報交換でき、

”口コミ”で情報が広がるアナログな場として重要な役割



市役所
ひとり親

団体

ひとり親

協働の内容

団体の存在を周知する
・現況届にリーフレット同封 等

・新ホームページ（＋新ガイドブック）の周知を依頼

 ・ホームページの仮構築後、試用期間を設け、

ひとり親に試してもらい、改善点をフィードバックしてもらう

 ・リリース後も、団体を通じて定期的にアンケート等を行うことで、

ブラッシュアップを行う



実現に向けて

（財源、スケジュール、KPI）
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ホームページの構築には、国（こども家庭庁）の補助金を活用

出典：こども家庭庁ホームページ

「ひとり親家庭等に対するワンス

トップ相談体制強化事業」

・国庫補助率

3/4（＝市負担1/4）
・補助基準額（上限額）

30,000千円

財 源



ホームページの構築

初年度
岐阜市単費 見込み

約100万円

見積額

構築 400万円

（保守 ７万円/月）

国補助金 3/4

必要財源



令和７年度中に実現可能

R7.6 R7.9 R7.12 R8.3

HP
構築

市民課
連携

団体
協働

団体周知文を

現況届案内に同封

離婚届に挟む

案内紙の作成

ガイドブックの

配布依頼

HP改修

契約

企画・設計 構築 運用テスト運用開始

スケジュール例

試用期間

試用期間

意見投稿

修正



改修後HPの

アクセス数

アウトプット

各種施策の

認知率

直接アウトカム

ひとり親に関する

施策が充実してい

ると感じる割合

(満足度)

最終アウトカム

各種施策の

利用件数

中間アウトカムKPI



ご清聴ありがとうございました
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